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2.5 令和 2年度の発生抑制対策と普及啓発の方針の検討 
2.5.1 陸域からの発生抑制対策に係る検討と教材の作成（電子データ） 

 (1)県内河川ごみ調査結果を活用した発生抑制対策のための普及啓発（教材作成） 

第 1 回 WG で発生抑制対策のための普及啓発教材作成について検討した結果は表 

2.5-1 のとおりである。第 1 回 WG では、教材作成の目的、使用する対象、教材の仕様

と内容、使用方法について検討を行った。教材の作成目的では、県内でも都市域と自然

の多い地域では河川に対する認識が異なることから、その違いを明らかにし、河川の生

態的役割とごみの影響について学ぶ教材とすることとし、作成した教材は学校等で環境

教育教材として使用するほか、役所や各種の待合室などで県内外に対して広く啓発でき

るものとする、との意見があった。 

表 2.5-1 第 1回 WG における発生抑制対策に係る教材作成方針の検討 

目  的 ・単なる排水路としての河川と、生態系循環の場としての河川の認識の違いの

明確化 

・河川の生態的価値と、海洋生態系への影響について学ぶ 

対  象 ・まずは小学校高学年から中学生を対象として作成 

・修学旅行生など都市部からの生徒にも河川を取り巻く環境や人の意識の違い

を明確に説明できる資料は重要 

教材内容 ・沖縄の河川、海洋ごみの現状を知り、そのメカニズムを説明する 

・WG メンバーの経験、考え、想いを盛り込むと沖縄らしさがでる 

・不法投棄は人目に付きにくい自然環境中に捨てられ自然を壊すほか、回収も

困難。しっかり次世代に伝えたい。 

・自分たちの地域の実情を理解し、人の活動や物の使い方、河川周辺の関わり

を考えるヒントになるもの 

・プラスチックごみに重点を置くと良い 

・人口の多い地域と離島など自然の多い地域でマイクロプラスチック調査結果

等の比較を載せると関心を得やすい 

・グラフの多用は子供には難しい。子供目線で教材を作成すると良い。 

・島や地域の実情に合わせて内容を変える、または付加することのできるもの 

・沖縄県のデータ公表の趣旨は明確化し、データのみが趣旨と異なる理解をさ

れないような工夫が必要 

・「自分に何ができるか」を今後追加しては 

仕  様 ・学校等で自由に活用できるイラストの素材集を作成 

・イラスト素材集を活用したパワーポイント資料案の作成 

・イラスト素材集を活用した動画教材案の作成 

使用方法 ・環境教育教材として学校等で活用 

・児童館での活用 

・市町村役場のロビーや待合室等で連続再生 

 
第 1 回発生抑制 WG の検討結果より、令和 2年度の教材作成方針は表 2.5-2のとおり

とした。作成教材は、教育関係者等が自由に組み合わせて使用できるイラストを集めた

素材集（イラスト素材集）、イラストを組み合わせた教材の例示として WG 案を作成す

ることとした。WG 案のシナリオ案はのとおりである。なお、イラスト素材集、WG 案

の作成においては、WG メンバーの中から作成グループを新設して具体的な検討と作成

を行った。 
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表 2.5-2 発生抑制対策に係る教材 WG 案の作成方針 

目  的 WG メンバーの活動のフィールド環境や要望する教材の使用形態が多様なため、それ
ぞれでカスタマイズ可能な「海ごみ環境学習の素材集」を作成する。 

対  象 WG メンバー、県内でビーチクリーンや海の保全活動を行なう人、海ごみに関心のあ
る教育関係者。 

教材内容 ・山や川、街のごみが海に流れていくこと、マイクロプラスチックや生態系への影

響等が伝わるよう、自然環境の背景や生きもの、各種のごみ、県の川ごみデータ、

ポイ捨てやごみ拾いなど人の行為等」についてイラスト化、シンプルな解説の言

葉と組み合わせてスライドを作れる学習素材集（以下、「イラスト素材集」とい

う。）。 

・イラスト素材集のファイル、全てのイラストを用いたフルバージョンのスライド、

これを動画にしたもの （ナレーションはつけない、フリー素材の音楽BGM使用？）、

および解説文を作成。  

・利用者は必要に応じてスライドを省略したり、自分で素材を使って新たなスライ

ド作成が可能。自分の学習教材と組み合わせて使用しても良い。ビーチクリーン

のチラシに一部のイラストだけ使うようなことも可能。 

・著作権は沖縄県に帰属するが、基本的にオープンソース的に「非営利の学習活動・

環境保全活動においては自由に使用可能」とする。 

・県のデータなど恣意的利用をされたくないものは、データ解釈の言葉とセットで

イラスト化 

仕  様 ・学校等で自由に活用できるイラストの素材集を作成 
・イラスト素材集を活用したパワーポイント資料案の作成 

・イラスト素材集を活用した動画教材案の作成 

 

表 2.5-3 発生抑制対策に係る教材 WG 案シナリオ(1) 
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表 2.5-3 発生抑制に係る教材 WG案シナリオ(2) 
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 (2)官民等の関係者が連携した陸域からの発生抑制対策の取組検討 

官民の協議の実施体制は表 2.5-4、官民連携協議内容例は表 2.5-5に示すとおりであ

る。本業務では官民が方針に基づきそれぞれの取組を踏まえた上で、将来の官民による

連絡調整や連携による取組の可能性について協議した（過去の先進的な取組に係るヒア

リング 1回含む）。 

 
表 2.5-4 陸域からの発生抑制対策に係る官民連携協議の実施体制  

地域 協議の構成員 発生抑制対策の対象（想定） 

沖縄本島地域 
沖縄県 環境部 環境整備課 
しかたに自然案内 
沖縄県商工会連合会 

・普及啓発、環境教育推進 
・市民生活や地域産業のごみ、使い捨

てプラスチック減量化 
・官民協賛によるイベント 

本島周辺離島地域 
（久米島町） 

久米島町 環境保全課 
久米島ホタルの会 

・普及啓発、環境教育推進 
・不法投棄 
・市民生活や地域産業のごみ 
・観光地、観光客 

宮古諸島地域 
（宮古島市） 

宮古島市 生活環境部 環境衛生課 
NPO 法人宮古島海の環境ネットワーク 

・普及啓発、環境教育推進 
・不法投棄 
・市民生活や地域産業のごみ 
・観光地、観光客 

八重山諸島地域 
（石垣市・竹富町） 

石垣市 市民保健部 環境課 
竹富町 世界遺産推進室 
石垣島アウトフィッターユニオン 
NPO 法人西表島エコツーリズム協会 
環境省石垣自然保護官事務所 

・普及啓発、環境教育推進 
・不法投棄 
・市民生活や地域産業のごみ 
・観光地、観光客 

 
表 2.5-5 陸域からの発生抑制対策に係る官民連携協議内容の例 (案) 

検討区分 民間側の取組 行政側の取組 
官民の連絡調整 

・連携協議 
本業務完了後の想定目標 

①普及啓

発・環境教育 

・環境教育教材作成 

・環境教育、普及啓

発実施 

・環境教育を担う人

材育成 

・環境教育の場の提供

と財政的支援（教材

作成費、教育・人材

育成に係る人件費

等） 

・環境教育の対象や内

容等の検討のため

の協議 

・必要とされる環境教

育教材の内容検討

と作成に係る協議

等 

・環境教育を担う人材の育

成と連携の制度化、職業

としての報酬の安定化 

・環境教育、普及啓発の種

類や内容に応じたレベル

の共通化及び標準化 

②ごみの排

出抑制・使い

捨て容器等

の削減 

 

・私生活における使

い捨て容器等の削

減 

・地域産業による排

出ごみの状況把握

と管理 

・小売店やイベント

出店時における使

い捨て製品の減量

化とごみの管理の

見直し等 

・地域単位のごみの排

出抑制、使い捨て容

器等の削減目標の

検討と公表 

・使い捨て製品削減の

ための取組に対す

る財政等支援（大規

模イベントのごみ

削減策、給水施設、

リユース食器の普

及等） 

・官民が共同で参画す

るイベント等で利

用される使い捨て

容器等の削減に係

る協議 

・様々な地域の取組、

地域産業等から排

出されているごみ

に係る情報共有と

対策協議 

・不法投棄、ポイ捨て

の実態把握と対策

に係る協議等 

例えば地域あるいは流域

圏単位において人口、産業、

住宅地等土地利用の状況を

踏まえ、主に市民生活、地

域産業、関係行政がそれぞ

れあるいは連携して目標を

持ったごみの排出抑制に取

組む体制を構築し、県が各

関係者間の調整の場を確

保・情報を共有する体制づ

くり。 
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2.6 陸域からの発生抑制対策に係る検討と教材の作成（電子データ） 
2.6.1 県内河川ごみ調査結果を活用した発生抑制対策のための普及啓発（教材作成） 

 (1)イラスト素材集の作成 

沖縄県の河川や海の自然、ごみの状況等のイラスト素材集は以下のとおりである。 
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